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２０４０なりたい未来の策定過程①
出典：町田市「まちだ未来づくりビジョン２０４０」
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営のあるべき姿に対する意見を長期計
画審議会へ。

「（仮称）2040

なりたいみらい」

の素案を作成。

「２０４０なりたい未来」の策定にあたっては、地区別意見交換会（タウンミーティング）や各種ワークショップ等を踏まえ、町田市長期
計画審議会で素案を取りまとめた。



２０４０なりたい未来の策定過程②
出典：町田市「まちだ未来づくりビジョン２０４０」
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※ は各段階における主な検討対象

 高校生・大学生へのインタビュー、アンケート
延べ443人

 タウンミーティング、地区別懇談会、市民ＷＣ
延べ1,116人

 子育て世帯へのインタビュー
延べ44人

 外国人市民へのインタビュー
延べ17人

 パブリックコメント（基本構想、基本計画）
延べ68人

 キャッチコピー投票
延べ10,446人

 市民意識調査
延べ1,791人

まちだ未来づくりビジョン２０４０策定における
市民等の関わり状況

５



町田市における将来人口の推計結果
出典：町田市「まちだ未来づくりビジョン２０４０」

６

２０２０年以降の推移をみると、近い将来、総人口は長期にわたる減少局面に移行する。その減少幅は年を経るごとに拡
大し、２０４０年には４０万人台を割り込むおそれがある。



７

５年間（2022年度～2026年度）の財政見通し（2021年6月時点） 単位：億円
出典：町田市「まちだ未来づくりビジョン２０４０」

町田市における５年間（２０２２年度～２０２６年度）の財政見通しとして、約９６億円の歳出超過が予想される。
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経営基本方針１

～ 共創で新たな価値を創造する ～
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町田市における市政要望の受付件数の推移と受付方法
出典：町田市ホームページ

市政要望の受付方法（2019年度）市政要望の受付件数（年度別）

998

845

910

843 840

1000

750

800

850

900

950

1000

1050

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

25.0％

50.6％

10.3％

9.6％

3.7％

0.1％
0.7％

郵送

電子メール

来訪

電話

ご意見箱

ＦＡＸ

その他

町田市では、多様な市民の声を市政に反映させるた

め、市政に関する要望や意見をいただき、受付・回答を

行っている。

郵送
電子

メール
来訪 電話 意見箱 ＦＡＸ その他

市政要望の受付媒体 250 506 103 96 37 1 7

９

２０１４年以降、毎年８００～１０００件程度の市政要望が寄せられている。受付方法の約半数は電子メールが占めている。



町田市における行政手続等のオンライン化の推進状況の推移
（総件数に占めるオンライン数の割合）

出典：総務省自治行政局
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町田市においては、図書貸出予約や入札参加資格審査申請など個別分野におけるオンライン化は進んできている。総務省「自治体
の手続きオンライン化について（２０２１．３．１９）」において、今後、子育て関係や介護関係などの分野においてマイナポータルやマイ
ナンバーカードを用いた手続きのオンライン化が進んでいくこととされている。



町田市における市民協働事業数
出典：町田市ホームページ

１１

 市民協働事業数は、１８３事業（２０１６年度）から２０１事業（２０２１年度）に１８事業増加

 協働を意識した職員割合は、５５％（２０１６年度から８０％（２０２１年度）に約２５ポイント増加

1,003 

1,834 

3,182 

5,154 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

地区協議会の事業を支えるスタッフ数

183 
210 205 

268 

0

50

100

150

200

250

300

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

市民協働事業数

市民協働事業数や地区協議会の事業を支えるスタッフ数は増加傾向にある。今後も、地域による地域課題の解決や地域による新た
な価値が創出される地域共生社会の実現を目指していく必要がある。



まちだ○ごと大作戦実行委員会の取り組み
出典：町田市ホームページ、まちだ○ごと大作戦実行委員会ホームページ

１２

 応募状況は、2018年からの累計で、相談539件、エントリー313件、実施中109件、実施済162件（2021年8月20日時点）

 2018年度から2020年度までに271件の取り組みが実現

 まちだ○ごと大作戦実行委員及び取り組み実施者によるホームページやSNS、プレスリリース、動画配信等、積極的な情報発信

 取り組みの参加・参画者数は目標値100万人を大きく上回る200万人を達成

 新型コロナウイルス感染症の影響を受け実施期間を1年延長し、「まちだ○ごと大作戦18－20⁺¹」として2021年12月末まで実施

■取り組みの一例

市民が町田市に愛着や誇りを感じ、市外の人が関心を持ち憧れるまちを目指し、市民、団体、事業者が自らやってみたい夢を実現
する取組を市制60周年となる2018年からの3ヵ年で実施し、地域の魅力を高め、その取組や魅力を市内外へ発信している。



経営基本方針２

～ 対話を通して市役所能力を高める ～
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ウィズコロナ時代において町田市が進めるべきデジタル化の方向性①
出典：町田市デジタル化総合戦略２０２１

（１）マルチベンダ・マルチクラウドのシステム構成
（２）標準的なクラウド基盤を導入し、ほぼ全ての情報システムをクラウド基盤上で稼働
（３）クラウド基盤を活用したシンクライアントシステムとテレワークシステムを導入
（４）標準的なパッケージシステムを最小限のカスタマイズで導入
（５）地域情報プラットフォームに準拠した統合連携基盤（統合DB）を導入
（６）標準的な文字コード（JIS2004）の導入と外字の統一を実施

３ 最適化後の町田市の情報システムの特徴

（１）町田市の情報システムの最適化は、国が進める標準化の方向性を先取り
（２）町田市は情報システムのクラウド対応が完了し、ガバメントクラウドへの移行も容易

（３）行政手続のオンライン化が進んでいない
（４）庁内・庁外のクラウド基盤の導入によりハードウェアが激減し、調達・構築・管理等の手間は

激減したが、ソフトウェアの手間は低減していない

４ 町田市の最適化の振り返り

（１）国が2020年12月に改定
（２）主な方針
①自治体業務システムの標準化・共通化を加速
・国と自治体が共同利用するクラウド基盤である
ガバメントクラウドの利活用
・17の基幹業務システムの標準化
②行政手続のオンライン化を推進

２ デジタル・ガバメント実行計画

町田市の情報システムは、デジタル・ガバメント実行計画と親和性が高い

デジタル技術の徹底的活用による市民の利便性向上と市役所の生産性向上
・市民サービスの向上：24時間365日手続可能 ⇒ 手続が便利になり、市役所に出向く手間がなくなることで、市民は時間を有効活用できる
・生産性の向上：フルデジタルによる効率化 ⇒ 職員の手間を減らし、その時間をクリエイティブな仕事に割り当てることで、人口減少時代を乗り切る

（１）人口減少時代へのパラダイムシフト
（２）新型コロナウイルス感染症対策

・タッチレス、ソーシャル・ディスタンシングへの対応
（３）デジタル化の進展

・AWS、Googleなど低コスト・高機能なサービスを提供する
クラウド事業者の台頭
・ＡＩ、ロボティクス、ＩｏＴの進展、スマホ普及率83.4％

１ 社会環境の変化

【方向性１】 情報システムの「所有」から「利用」へ転換

【方向性２】 国が策定する標準仕様書に準拠するアプリケーションへ、BPRしつつ既存システムから転換

【方向性３】 行政手続を「人手のかかるサービスデザイン」から「デジタルベースのサービスデザイン」へ転換

５ ニューノーマルへの対応として、今後、町田市が重点的に進めるべきデジタル化の戦略

すべての情報システムを人手のかからないガバメントクラウドを含む“SaaS”へ全面的に「シフト」する

17の基幹業務について標準仕様アプリへ移行する

行政手続のオンライン化などのDXを進めると同時に

SaaS:(Software as a Service)
自前でシステムを所有せず、インター
ネット経由で必要なサービスを利用す
る仕組み

町田市デジタル化総合戦略に基づいてデジタル化による行政サービス改革に取り組み、誰もがデジタル技術の便益を享受し、安
全で安心な暮らしや豊かさを実感できるような社会の実現を目指していく。

１４



ウィズコロナ時代において町田市が進めるべきデジタル化の方向性②
出典：町田市デジタル化総合戦略２０２１
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“e-まち”実現プロジェクトの概要
出典：町田市経営改革室

市民の利便性と市役所業務の生産性の向上のため、デジタルの導入・活用を積極的に推進する庁内横断的なプロジェクトとして、
２０２０年３月に発足した。

１６



“e-まち”実現プロジェクトの取り組み
出典：町田市経営改革室

手続名 実施時期 取組内容

1
市民課・市民センター窓口手数料
へのキャッシュレス決済の導入

2021年5月
2021年5月から、市民課・市民センター・連絡所の窓口において住民票や印鑑証明書等の発行手数料に係る

キャッシュレス決済を導入した。

2
市民税課窓口手数料へのキャッ
シュレス決済の導入

2022年3月
市民税課の窓口においても、課税・非課税証明書や納税証明書等の発行手数料に係るキャッシュレス決済の
導入に向け、検討を進める。

3
請求書キャッシュレス決済の種別
追加検討

通年
市税や保険料等の請求書キャッシュレス支払について、2020年度に導入した「LINE Pay」及び「PayPay」に加え、
「auPAY」「d払い」等の導入に向けた検討を進める。

4 オンライン行政手続基盤の導入 2021年度
市民がクレジットカードや電子マネーを利用してオンライン支払ができる電子申請基盤の導入を検討する。LINE・

グラファーを軸に調整中。

5
マイナポータル実証実験参加

（引っ越しワンストップサービス）

2021年7月

～
国が実施する「引越しワンストップサービスの検証」に参加し、マイナポータルを通じたオンラインによる転出届・
転入予約について、実運用に向けた業務フローの確認等の準備を進め、行政手続のオンライン化を推進する。

6 行政手続オンライン化の推進 通年

国が定める27手続以外の手続について、引き続き、「東京共同電子申請・届出サービス」やマイナポータルの
「ぴったりサービス」、新たに導入するオンライン行政手続基盤（LINE・グラファーを想定）等を活用し、手続のオン

ライン化を進める。

7
市民課における窓口申請支援シ
ステム導入

2021年11
月

市民が町田市に住民票を置く際の手続（住民異動届）及び関係する手続の申請書を書く手間をなくすとともに、
職員が住民異動届を管理システムへ入力し、審査する手間を軽減するため、窓口申請支援システムを導入する。

8
市民センター等の窓口申請支援
システム拡大検討

2022年1月

～
市民センター等への拡大について、検討を進める予定。

9
介護認定業務における相談・調査
支援システムの導入

2022年度 介護認定業務において、タブレット端末を用いた認定審査業務を行うシステムを導入する。

10
NTT東日本とのスマートシティ共同

検討協定に基づく取組

2021年4月

～
道路占用許可申請のオンライン化、災害時のインフラ資産早期復旧のための情報共有プラットフォームの実証
実験を行う。

11
オンライン活用講座による市民向
けデジタルデバイド対策の実施

2021年度

・高齢者向けの取組として、介護予防のためのオンライン活用講座を実施し、地域の自主グループのオンライン
活動のサポートを行う。
・世代を限定しない取組として、デジタル技術を活用したサービスの利用を支援するための学習支援事業を行う。

・国が推進する「利用者向けデジタル活用支援推進事業」におけるデジタル活用支援員を活用し、マイナンバー
カードの申請やマイナポータルの使い方等に係る講座を開催することで、デジタルデバイド対策を強化するとと
もに、マイナンバーカードの普及及び活用の更なる促進を図る。

１７



自治体間ベンチマーキングによる事務事業見直し
参考：町田市ホームページ

１８

1. 業務量調査の実施

調査対象業務を業務プロセス単位に分解し、それぞれの工
程にかけている業務量を調査

見直しプロセス

2. ベストプラクティスの構築

調査結果に基づき、業務担当者が集い、意見交換を通して、
効率的かつ効果的な業務モデル（ベストプラクティス）を検討

3. 業務改革・業務改善計画の策定及び実施

検討したベストプラクティスを各自治体の実情に合わせた形
で実践

業務量比較のイメージ（市民税業務）

年度 調査対象業務

2015-2016年度 • 国民健康保険業務（町田市、八王子市、藤沢市、江戸川区）
• 介護保険業務（町田市、八王子市、藤沢市、江戸川区）

2017年度 • 市民税業務（町田市、八王子市、藤沢市、江戸川区、多摩市、船橋市、郡山市、厚木市）
• 資産税業務（町田市、八王子市、市川市、松戸市、郡山市、厚木市）
• 保育関連業務（町田市、八王子市、三鷹市）

2018年度 • 市民税業務（町田市、八王子市、藤沢市、江戸川区、市川市、船橋市、郡山市、厚木市、柏市、平塚市）
• 資産税業務（町田市、八王子市、市川市、松戸市、郡山市、厚木市、柏市、平塚市）
• 住基・印鑑・戸籍業務（町田市、八王子市、厚木市、郡山市、目黒区、市川市、江戸川区、船橋市、平塚市）

2019年度 • 住基・印鑑・戸籍業務（町田市、八王子市、厚木市、郡山市、目黒区、市川市、船橋市）
• 子ども手当・医療費助成業務（町田市、八王子市、厚木市、郡山市、目黒区、市川市、船橋市）

２０１５年度から近隣自治体や人口規模の近い自治体とともに自治体業務を比較し、優位性の高い業務モデル「ベストプラクティス」を
導出し、既存業務の改善改革に取り組んでいる。



町田市における職員定数と職員数の推移
参考：町田市課別・事業別行政評価シート

１９

町田市における職員定数と職員数については、業務の増加や減少等を見込み、各年度において業務を執行するために必要
な職員数（職員定数）を設定している。



２０

設問「今の仕事にやりがいを感じている。」に対する職員の回答状況
参考：「2018年度町田市職員意識調査」

業務経験年数を重ねていくなかで職員が仕事のやりがいを実感できるように、組織風土や働き方を改善していく必要がある。
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■年齢別回答状況（n2310）
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違う

無回答



２１

設問「施政方針等の実現に向け、自分の役割を理解している。」に対する職員の回答状況
参考：「2018年度町田市職員意識調査」

主事・主任級の職員を中心に、組織内において市の方針や業務目的等の理解を深めていくことが必要である。

1% 2% 1% 1%

8% 7%
3%

37% 39%

28%

6%

49% 47%

57%

59%

40%

6% 5%
11%

34%

60%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

主事 主任 係長級 課長級 部長級

■役職別回答状況（n=2297）
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■年齢別回答状況（n=2310）

そのとおり

どちらかといえばそのとおり

どちらかといえば違う
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無回答



 ２０１５年度の政策形成テーマ：『町田市における新たな税外収入』の提言

 ２０１７年度の政策形成テーマ：『協働によるシティプロモーション』の提言

 ２０１９年度の政策形成テーマ：『持続可能なまちだへの政策』の提言

政策形成研修の取り組み
出典：町田市政策形成研修提言書

２２

「町⽥市版ご当地カード」

「ふるさと納税特別定期預⾦」

「不⽤備品のリユース活⽤」

「鉄道延伸クラウドファンディング」

「地産地消キャラビジネス」

「広告活用プロジェクト」

「未来に花咲くプロジェクト」

グループ① グループ② グループ③

「まちだ川柳コンテスト」

「いいことふくらむまちMAP」

「市外向けプロモーションサイトの開設」

「多言語対応メニューの作成支援」

「まちパッパプロジェクト」

「ぼくらの公園プロジェクト」

グループ① グループ② グループ③

「まちだ子育て

総合アプリ」

「団地再生プロ

ジェクト」

「スキルアップシートに

よる職員の成長管理」

「推しメン表彰による多面

的評価」

「町⽥で“働く場”を創る」

「町⽥で“働きたい”を増や

す」

「町⽥で“働くと人”を繋ぐ」

グループ① グループ② グループ③

■取り組みの一例

出典：2015年度研修グループ資料

2018年度に実際の取り組みとして実施

①ご当地ＷＡＯＮカード
「まちだＷＡＯＮ」

②サッカー大好きＷＡＯＮカード
「大好きＦＣ町田ゼルビアＷＡＯＮ」

・加盟店で、これらのＷＡＯＮカードを使って支
払いがあった場合に、イオン㈱が利用金額の一
部を㈱ゼルビアと町田市に寄付。市は寄付額を
市立陸上競技場の観客席増設等に使用。

「三世代近居同居

⽀援施策」

「三世代(家族)交流

⽀援施策」

グループ④

政策形成研修は、「地域における新たな課題の解決や行政経営改革を推進していく上で、その基礎となる職員の意識及び政策形成
能力の向上を図る」ことを目的として、２０１５年度から隔年で実施している。



経営基本方針３

～ 次世代につなぐ財政基盤を確立する ～

２３



町田市における公共施設の施設分類別延床面積の構成比
出典：町田市公共施設等総合管理計画（２０１６年３月）

２４

町田市の公共施設は全３５９施設、総延床面積は９３１,４８１㎡である（２０１６年１月）。このうち最も多くの面積割合を占めてい

るのは学校教育系施設で約５０．６％、次いで、下水道施設（７．９％）、スポーツ・レクリエーション施設（７．５％）、行政系施設
（６．４％）などと続いている。



町田市における公共施設の建築年別延床面積割合
出典：町田市公共施設等総合管理計画（２０１６年３月）

２５

町田市における公共施設の建築年別延床面積割合をみると、約６割の施設が築３０年以上経過している。



主要事業費の構成比と主要事業の職員定数構成比の比較
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）
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（１）主要事業費とは、総務省『令和元年度市町村別決算状況調』をもとに議会、総務、
税務、民生、衛生、労働、農水、商工、土木、教育の各費目を合算した額

（２）職員定数は、総務省『令和２年地方公共団体定員管理調査』をもとに議会、総務、
税務、民生、衛生、労働、農水、商工、土木、教育の各分野を合算した数

※グラフ上の「黒枠罫線棒グラフ」は、主要事業に占める各事業の職員定数
の構成比割合

２６



川越市

熊谷市 所沢市

市川市

松戸市

柏市

八王子市

立川市

武蔵野市

三鷹市
青梅市

府中市 昭島市

調布市

町田市
小金井市

小平市

日野市

東村山市

国分寺市

国立市

福生市

狛江市

東大和市

清瀬市

東久留米市

武蔵村山市

多摩市

稲城市

羽村市

あきる野市

西東京市

横須賀市

藤沢市

250,000

270,000

290,000

310,000

330,000

350,000

370,000

390,000

410,000

430,000

450,000

40.00 45.00 50.00 55.00 60.00 65.00

人
口
一
人
あ
た
り
の
主
要
事
業
費
（円
）

人口１万人当たりの職員定数（人）

■総事業費

町田市類似団体及び多摩２６市における主要事業費と職員定数構成比の関係
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）

（１）主要事業費

総務省『令和元年度市町村別決算状
況調』をもとに議会、総務、税務、民
生、衛生、労働、農水、商工、土木、
教育の各費目を合算した額

（２）職員定数

総務省『令和２年地方公共団体定員
管理調査』をもとに議会、総務、税
務、民生、衛生、労働、農水、商工、
土木、教育の各分野を合算した数

バブルの大きさ
住民基本台帳登載人口(令2.1.1時点)

ラベル文字の色
黒が多摩26市、赤が町田市類似団体

[ⅰ]事業費が高く
職員割合は低い

[ⅱ]事業費が高く
職員割合は高い

[ⅲ]事業費が低く
職員割合は低い

[ⅳ]事業費が低く
職員割合は高い

２７



町田市類似団体及び多摩２６市における主要事業費と職員定数構成比の関係【総務費】
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）

２８

町田市と人口規模が類似している団体と比較すると、職員割合が高く、事業費が低い傾向にある。主な理由としては、未来づく
り研究所や経営改革室などの特徴的な部署があることなどが考えられる。



町田市類似団体及び多摩２６市における主要事業費と職員定数構成比の関係【民生費】
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）

２９

多摩２６市と比較すると、職員割合が低い傾向にある。主な理由としては、町田市は公立保育園が５園のみであり、他市に比べ
て少ないことなどが考えられる。



町田市類似団体及び多摩２６市における主要事業費と職員定数構成比の関係【衛生費】
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）

３０

多摩２６市及び町田市と人口規模が類似している団体と比較すると、保健所がある自治体は職員割合が高い傾向にある。



町田市類似団体及び多摩２６市における主要事業費と職員定数構成比の関係【商工費】
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）

３１

多摩２６市及び町田市と人口規模が類似している団体と比較すると、職員割合及び事業費については平均的な水準に
位置している。



町田市類似団体及び多摩２６市における主要事業費と職員定数構成比の関係【土木費】
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）

３２

多摩２６市及び町田市と人口規模が類似している団体と比較すると職員割合が高い傾向にある。主な理由としては、クリーン
センターが２か所あることと、薬師池公園や忠生公園などのサービスセンターを直営していることなどが考えられる。今後、民
間活力の導入など検討する上では職員の配置も含めて考えていく必要がある。



町田市類似団体及び多摩２６市における主要事業費と職員定数構成比の関係【教育費】
総務省：地方財政状況調査関係資料（市町村別決算状況調）

３３

多摩２６市及び町田市と人口規模が類似している団体と比較すると、事業費が高い傾向にある。主な理由としては、社会教育
費と体育施設費が高いことなどが考えられる。



３４

民間とのコラボレーションによる公共施設の建て替え方針
参考：町田市ホームページ

「町田市公共施設再編計画」に基づき、「民間とのコラボレーションによる公共施設の建替え方針-健康福祉会館・保健所中町庁舎の

集約と教育センターの複合化に向けて」を２０２１年３月に策定した。公共施設の再編を民間とのコラボレーションにより進めることで、
公共施設の再整備に加え、街の賑わいにも寄与する新たな価値を創出し、施設周辺エリアのさらなる魅力向上につなげていく。

■教育センター複合化の建替え方針

複合化する公共サービスは、子ども発達センターとわくわくプラザ町田（シルバー人材センター）とします。また、コラボ
レーションする民間サービスは、地域の利便性や教育に対する付加価値を創出できるサービスとします。

方針①

複合化によって空いた用地は、街の魅力向上を目指して活用します。

方針②

複合化することで面積を圧縮し、建物にかかる費用を削減します。さらに、教育センター用地は定期借地権方式を活用
し、市の財政負担を軽減します。

方針③

■教育センター複合化に向けた課題

教育センターや子ども発達センターの利用者に対しては、入り口や建物の構造を工夫し、プライバシー保護に配慮した
動線の確保が必要です。

課題①

現在の教育センター用地は、都市計画法上の一団地の住宅施設が定められているため、建てられる建築物の種類が
限定されています。そのため、これからの暮らしを見据えた周辺のまちづくりの状況を踏まえて、都市計画を変更する必
要があります。

課題①

建設費などの市の財政負担を抑えるためには、施設総量の圧縮が必要です。

課題③

■民間とのコラボレーションに
よる公共施設の建て替え方針



３５

町田市新たな学校づくり推進計画①
参考：町田市ホームページ

■町田市立学校施設整備の基本方針

学校用地の面積や法的要件、周辺環境の状況など、学校用地の条件に応じて教育環

境を充実することができる施設整備を行います。

方針① 学校用地の条件に応じて充実した教育環境を実現することができる施設整備

学校に通学して学ぶ意味を踏まえたうえで、町田市立学校における将来の児童・生徒

の教育環境及び生活環境の変化や、放課後活動や市民生活の拠点としての役割の変

化など、将来の環境変化に柔軟に対応することができる施設整備を行います。

方針② 将来の環境変化に柔軟に対応することができる施設整備

学校施設の整備費だけでなく、整備後の管理費・修繕費、そして将来の改築等の費用

も含めたライフサイクルコストをより少なくすることができる施設整備を行います。

方針③ ライフサイクルコストをより少なくすることができる施設整備

少子化と深刻な学校施設の老朽化という問題に対応しながら、未来の子どもたちにより良い教育環境をつくるために「町田市新
たな学校づくり推進計画」を策定した。本計画では、２０４０年度までに、市立小学校を４２校から２６校、市立中学校を２０校から
１５校に統合し、統合時に校舎を建て替えることで、老朽化の進んだ教育環境を新たな教育環境に刷新する目標を掲げている。

■適正規模の基本的な考え方

小
学
校

１学年あたり３学級から４学級
（１校あたり１８学級から２４学級）

中
学
校

１学年あたり４学級から６学級
（１校あたり１２学級から１８学級）

■町田市新たな学校づくり推進計画
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町田市新たな学校づくり推進計画②
参考：町田市ホームページ■町田市立学校の新たな通学区間


